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日本企業のグローバル化を支援

グローバルビジョングループは日本企業の
グローバル化を支援するためにIT系のビジ
ネス分野のサポートをする会社です。現在
アメリカではフランスのダッソー・システム
ズ社の3次元CADシステムCATIA（キャ
ティア）の正規代理店として販売・サポート
を中心とし、日本ではシステム・インテグ
レーターとして活動しています。特にアメリ
カは中西部の自動車関連企業など多くの中
西部の在米日系企業の支援をしています。 

アメリカで長く生活するつもりは
なかった

1979年にアメリカに渡ったのですが、
そもそも実はアメリカ生活に興味があった
わけではなかったのです。日本で大学を出
てすぐに働くのが嫌で、とりあえず2年ほ
ど留学することにしました。アメリカを選ん
だのはたまたまです。最初はLAの語学学

校のビザで入国し、その後サンディエゴ州
立大学の大学院に移って、その約2年後
に卒業しました。

当時の友人がシリコンバレーで就職活動
するからと誘われ就職活動し、シーメンス
の子会社に採用され、約7年間そこで働き
ました。その後は日本へ帰国するつもりで
したが、たまたま誘われてサンフランシス
コの小さなハイテク商社に入りました。技
術系の仕事からマーケティングの仕事をす
ると楽しくなり、ある時にある企業の部長
から「自身で会社をやったら？」と言われて
1990年にシリコンバレーで創業しました。

会社設立10後にアメリカで同時テロが
起き、日本とアメリカの両方から仕事の依
頼が止まりました。その頃に日本のCADメ
ーカーの依頼で手伝うことになり、日系企
業向けに販売を担当しました。とはいえシ
リコンバレーでは仕事がなく、2002年デト
ロイトに事務所を作り、2004年にオハイオ
オフィス、2003年に日本オフィスを立ち上
げ、ビジネスモデルが大きく変わりました。
ピンチがチャンスと言いますが、ある意味
同時テロのおかげで会社の事業が大きく
進展しました。

スタンフォード大が研究発表したキャリ
ア理論で「計画された偶発性（Planned 
Happenstance Theory)」というのがあ
ります。これは予想しない偶然の出来事が
起きた時に意図的に行動すると成功するキ

ャリアの転換点になるというものです。まさ
に私の人生も同じで、就職したくなかった
からアメリカに行き、仕事を始めたら会社
を作ることになり、同時テロで事業の転換
を余儀なくされ、さらに日本で会社を作る
ことになったということは偶発的でしかな
いのです。ただし全ての出来事は繋がって
いて最初から計画されていたかのようです。

ギャビーアカデミー設立の思い
海外の仕事の現場では、今も日本人の

英語が大きなハンデになっています。人は
どうやってコミュニケーションを取るかとい
うところに興味を持ち研究し2015年にギ
ャビーアカデミーを設立しました。普通の
英語学校は単語を覚え文法を覚えフレー
ズを覚えることを教えますがギャビーのコ
ンセプトは普通の英語学校と根本的に違い

ます。言語というのは脳の基礎能力として
備わりどの人にも共通しています。言語とは
フレーズを覚えて喋っているわけではなく
単語を瞬時に繋げています。ギャビーでは
この能力をトレーニングするプログラムを提

世界をつなげるSI企業として
日本企業を支援

グローバルビジョン グループ代表
Global Vision Technology, Inc.  CEO 

株式会社グローバルビジョンテクノロジー代表取締役会長 
株式会社ギャビーアカデミー創設者/ 取締役

天野雅晴 / Hal Amano

TOP INTERVIEW アメリカ市場に勝負を賭ける日系企業のトップに聞く。
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供しています。今では多くの大手中堅企業
で採用され、画期的メソッドとして注目さ
れています。 

世界をつなげるSI企業として
バンクーバーとデンマークのコペンハー

ゲンに会社を立ち上げたのでこれらの拠点
をミシガンやオハイオの拠点と同様のレベ
ルに引き上げたいと思い、そこから日米事
業の連携を進めています。CATIAのバージ
ョンが上がりクラウドベースのシステムにな
りました。クラウドベースとなると単なるソ
フトウエアの提供だけでなく企業のシステ
ム全般に関わり、弊社の日米のビジネスの
共通部分が増えてきます。日本法人はもと
もとSI事業をしているので、日本事業とア
メリカ事業のいいところを足して「世界をつ
なげるSI事業」として世界の日系企業のサ

ービスをしていく企業に育て上げるのが目標
です。

日本人の優秀な能力を世界で
発揮してほしい
日米を意識して活動していると日本人の

ポテンシャルの高さを強く感じます。物事
に集中することができる国民です。どこに
行っても成功すると思って欲しい。ただし
日本は狭い島国に過ぎず、世界には様々な
思想や事象があるので、日本人の感覚を
突破する勇気が必要です。英語のハンデ

さえ乗り越えたら、あとは計画された偶発
性を受け入れ、何かが起こった時がチャン
ス！その時を見逃さずにチャレンジしてみて
ください。あきらめない限り全てが繋がっ
ていきすばらしい事が待っています。

PROFILE

1979年渡米。1990年にGlobal Vision Technology

社を設立。2001年からはダッソーシステム正規

代理店としてCATIAなどのPLM商品の販売・保

守サービスを主力事業としている。また英語の

スピーキングに特化したGaby Communication 

Internatioal Inc.をバンクーバーに設立。2020年

に日本法人ギャビーアカデミー設立。日本、アメ

リカ、デンマークに7拠点を構えて活動している。

趣味はバンド活動。

http://www.gvtech.co.jp/( 日 本 法 人 ) 
http://www.gvtech.com/( 米 国 法 人 ) 
https://gabbyacademy.com/
( ギャビーアカデミー )

趣味のバンド活動をする天野氏
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相続対策というと「節税」を思い浮か

べる方が多いと思います。しかし節税手

法がどんどん封じ込められている現在、

できることは限られています。むしろ最

近の日本は相続される財産に対しての家

庭内紛争への備えのほうが重要となって

いる感じがします。今回は相続対策の三

原則である「もめない分割対策」「納税資

金対策」そして「節税対策」、さらに米国

相続で重要な「プロベート対策」について

考えてみたいと思います。

❶もめない分割対策
米国ではトラストの設立が一般的です

が、日本のトラスト制度（信託）はあまり

人気がありません。その理由は、現在の

信託制度は2006年に約80年ぶりに改

正されて生まれ変わったためなじみが薄

く、判例も少ないので扱う専門家（弁護

士など）があまりいません。また米国と

異なりプロベート制度がないため、相続

人が合意して分割協議書にサインすれば

２週間ほどで相続登記が可能です。わざ

わざ費用のかかる信託制度を使う必要

がありません。ただしモメそうな場合は

遺言の準備が必要ですので、一般的には

「公正証書遺言」で意思表示をすること

になります。

❷納税資金対策
相続税は金銭一括納付が原則です。

そのため不動産ばかり所有している場合

などは納付のために急いで売却しなけれ

ばならないことになり、満足な価額で処

分できないことも考えられます。もちろ

ん相続税の節税のために不動産を購入し

ている場合もあるので生前に全部の処分

はできないと思いますが、隣との境界線

をはっきりさせる、地主との更新トラブ

ルを解決していくなど、子供たちが困ら

ないように準備しておいてあげる必要も

あります。生命保険で納税資金を確保し

ておくことも有効です。

❸節税対策
コロナ後から低金利、材料高、外国

人投資家の影響などで東京周辺のマンシ

ョンは値上がりを続けています。米国の

ように時価主義ではなく通達主義（国税

庁長官が発令する文書）の日本では、建

物の相続評価は固定資産税評価（時価の

４割程度）と決められています。そのた

め、建物比率が高いタワーマンションな

どは節税商品として人気となっておりま

す。最近では行き過ぎた節税策が税務

当局によって否認されることも増えてき

ているので注意が必要です。

❹プロベート対策
米国の財産においてはプロベート対

策を避けて通るわけにはいきません。

米国で弁護士さんに相談するとすぐトラ

ストを勧められますが、日本人はなるべ

くトラスト以外の方法で解決しようと試

みます。複数の州に財産が存在してい

る場合や親族関係が複雑な場合を除き、

日本の財産がメインの場合は、transfer 

on death や pay on death でプロベ

ート回避を行っているケースがほとんど

です。日本では米国と異なり夫婦間の

贈与や相続にたいしても税金がかかる

ため、米国から日本に移住する場合は

共同名義の解消など米国滞在中に財産

の組み換えを行っていかないとややこ

しい事態に発展することも考えられます。

～日本の相続対策三原則～

司法書士、社会保険労
務士、弁護士ら専門家
と同族会社の事業継承
を中心にコンサルティン
グを行う。日弁連、日
経新聞などで多数講演。
ハワイにも拠点を設け、
国際相続も手掛ける。
ホノルル日本人商工会
議所メンバー。
HP: www.the-arcist.com
      www.hawaiisouzoku.com

税理士法人アーク & パートナーズ
代表・税理士　内藤 克
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第
97
回

カリフォルニア州オレン
ジ郡在住。気がつけばアメ
リカに暮らしてもう43年。
1976年に渡米し、アラバマ
を皮切りに全米各地を仕
事で回る。ラスベガスで結
婚、一女の母に。カリフォ
ルニアで美術を学び、あさ
ひ学園教師やビジュアルア
ーツ教師を経て、1999年か
ら不動産業に転身。山口県
萩市出身。早稲田大学卒。
ご意見・ご感想は、mail@
chizukohiguchi.comまで。





福田恵子
日本とはあらゆる面で異な
るアメリカの学校の実態
を、ロサンゼルス郊外、ビー
チシティーの公立校（通称
Ｋ－12）に、11年生の娘ニナ
を通わせる筆者が、保護者
の視点からリポートする。

アメリカの学校アメリカの学校
としてもっと知りたい！としてもっと知りたい！親とととと親

ΩȜΠˏ






